企画提案募集要領（様式６－２）
【課題１】提案者について

提案者について、企業の概要等を説明すること。
提案するシステムについて、本業務と同等の導入実績（導入先や規模を含む｡ ）、先行導入先である他地域での導入時の所要期間や発生した課題と対処方法、導入先の現状（業務改善効果や問題点等）等を他県の事例等を用いて具体的に提案すること。

（関連資料）企画提案募集要領様式　
参加申込書（様式１―１）、共同企業体届出書（様式１－２）、
共同企業体協定書（様式１－３）、提案者概要（様式２）、
業務実績（様式３－１、３－２）






企画提案募集要領（様式６－３）
【課題２】システム構成（ハードウェア及びソフトウェア）について

新システムへの移行方針に沿って、システム構成図や体制図のほか、調達するハードウェアやソフトウェアを示すとともに、閉鎖的ネットワークの構築のほか、ｅＬＴＡＸ等の継続した利用や共有フォルダの構築等を含む新システムの全体像を提案すること。
個人番号利用事務系システムであることを理解し、セキュリティ等の対策を万全にして構築できること。
上記の提案に加え、地方税法や番号法等の要請を満たしつつ、仮想化技術等を活用し、現在利用している行政事務用の端末1台に集約することで、セキュリティを確保しつつ柔軟な働き方を可能にする技術や事例があれば、あわせて提案すること。

[bookmark: _Hlk212729379]（関連資料）企画提案募集要領様式　
ハードウェア一覧表（様式９）
仕様書及び参考資料の要件を勘案し､提案するシステムを構成するハードウェアについて、一般名、商品名、メーカー名、形式、数量、機能及び性能の概要等を記載すること。
ソフトウェア一覧表（様式１０）
仕様書及び参考資料の要件を勘案し､提案するシステムを構成するソフトウェアについて、一般名、商品名、メーカー名、ライセンス数及び機能等を記載すること。
　　　　　　  提出の必要がある場合
仕様書別冊別紙７「クラウドサービス提供者におけるサービス確認事項」
仕様書別冊別紙８「クラウドサービス導入・構築時等におけるチェックリスト」
　
（仕様書）別冊機器等編　１．現行システム機器等の更新―１．１．現行システム機器等の更新等の内容を盛り込むこと。


企画提案募集要領（様式６－４）
【課題３】新システムへの移行に関する具体的な提案について

仕様書及び評価項目に記載のある新システムへの移行方針を踏まえ、下記課題等に対して提案しようとしているシステムの概要、そのサービスの提供方法及び具体的な機能がわかるよう提案をすること。
・税務事務の効率化・高度化・省力化・合理化等
・納税者の利便性向上
・マニュアル及び研修
・セキュリティの確保
・災害等が発生した場合のリスク回避
・仕様書記載事項に係るその他提案事項等

　また、石川県税務総合情報システム更新事業業務委託仕様書別紙５「機能要件」及び企画提案書別紙評価項目については、以下の回答区分により該当する対応を記載すること。
（区分）「〇」：対応可能、「△」：別の手法や運用により対応可能、「×」：対応不可
なお、上記について、「△」と記載した場合には、代替案を別途記載して提出すること。

（関連資料）石川県税務総合情報システム更新事業業務委託仕様書
[bookmark: _Hlk214570330]
（仕様書）下記項目の内容を盛り込むこと。
３．１. 新システムの移行方針、３．２. 機能面の基本的な考え方、３．３．新システムにおける業務機能要件
４．２．情報セキュリティ、４．３．制度改正等への対応、４．５．ＲＰＡ等最新デジタル技術の活用
５．７．システムの事業継続性
７．１１．研修等、７．１２．マニュアル、８．５．運用保守の内容　⑨ユーザ運用支援
石川県税務総合情報システム更新事業業務委託仕様書（別冊　機器等編）
1．1． 現行システム機器等の更新、１．２．機器等の要件



企画提案募集要領（様式６－５）
【課題４】新システムへの移行に関する全体費用について
新システムへの移行費、運用保守等費を区分して費用を算出するとともに、新システムへの移行費の見積金額については、予算の上限金額以下となるよう提案をすること。また、費用及び明細についても適正で、費用が圧縮されていること。
見積書を作成するにあっては、提案に係る一切の費用を見積ること。

（参考資料）企画提案募集要領様式　
見積書（イニシャルコスト）（様式７）
新システムへの移行費（イニシャルコスト）の見積にあたっては、契約締結日から令和１０年２月２９日までの間で実施する新システムへの移行に係る費用について、年度毎の額及び総額を示すこと。また、見積もった費用の内訳（プロジェクト管理費、新システム調達費、データ移行費等）を記載すること。
見積書（ランニングコスト）（様式８）
運用保守等費（ハードウェア及びソフトウェア等の賃貸借費用を含む。）（ランニングコスト）の見積にあたっては、本稼働から５年間、運用保守等に係る費用について、年度毎の額及び総額を示すこと。また、見積もった費用の内訳（運用保守費、賃貸借費、サービス利用料等）を記載すること。

（仕様書）５． 契約及び環境―５.１. 契約等の内容を盛り込むこと。




